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 本県では、琵琶湖を中心とする公共用水域の水質を保全するため、下水道の整備や農業排水対策等に取り組ん

でいます。また、山地災害による被害の復旧や保安林の機能を維持強化するための治山施設の整備を行っていま

す。 

 今後は、持続可能で魅力ある県土づくりのため、自然環境が有する多様な機能を賢く活用したインフラ整備や

土地利用等のグリーンインフラの取組をハード・ソフト両面から進めていく視点も求められます。 

 

自然環境が有する多様な機能の活用     

● グリーンインフラの推進  ＜技術管理課＞  

 グリーンインフラとは、自然環境（滋賀の風土）が持つ自

律的回復力をはじめとする多様な機能を積極的に活用し、環

境と共生した社会資本整備や土地利用等を進める一石多鳥

の取組のことをいいます。 

 グリーンインフラの推進は、多くの社会的課題の解決策と

なる可能性を有しており、MLGs13のゴール達成に貢献するも

のです。 

 令和６年度は、これまで収集した取組事例や専門家の意見

等を用いて「滋賀のグリーンインフラ取組方針」を作成しま

した。 

令和７年度は、同取組方針の全庁的な理解を深め、実践に

つなげるため、シンポジウムの開催や研修の充実に取り組ん

でいきます。 

 

 

 

下水道・排水の取組     

● 生活雑排水対策の推進  ＜循環社会推進課＞  

 生活排水は、炊事、洗濯、入浴、排泄など生活に伴い排

出される水のことで、し尿に係るものと、それ以外の生活

雑排水とに分けられます。 

 

 

 

 

 

 

 

● 下水道の整備  ＜下水道課＞  

 琵琶湖を中心とする公共用水域の水質を保全するため、下水道の整備に積極的に取り組み、令和６年度末での

下水道処理人口普及率は93.4％になっています。 

 閉鎖性水域である琵琶湖の富栄養化を防止するため、いずれの処理施設でも窒素・りんの除去を目的とした高

度処理を行っており、令和６年度末での人口に占める高度処理人口の割合は、90.4％となっています。 

 
◆ WEB（令和６年度滋賀県の下水道事業） https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/341616.html 

 

 

 

 第８章 環境インフラ等 

滋賀県グリーンインフラ社会実装のイメージ 

＜SDGs＞ ＜MLGs＞ 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/341616.html
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水質項目 COD T-N T-P 

流入水質(mg/L) 91.7 28.6 3.35 

放流水質(mg/L) 5.1 4.5 0.08 

除去率（％） 94.4 84.3 97.6 

 

 

 

● 滋賀県下水道第２期中期ビジョン  ＜下水道課＞  

 「滋賀県下水道中期ビジョン」とは、県と市町が共同して様々な課題に適切に対応し、持続的に下水道の機能・

サービスを提供していくため、今後の下水道事業のあり方（施策の方向性）を示したものであり、将来像を見据

えながら事業を実施することを目的としています。令和３年度～令和 14年度までの 12年間の計画である第２期

中期ビジョンを令和２年度に策定しました。 

 第２期中期ビジョンでは、「みんなで地域と琵琶湖を健康に～あたりまえの安心と新しい強さに向かって～」を

コンセプトに掲げ、多様な主体の参加により将来も継続して下水道事業が進められるよう、下水道資源の有効利

用や省エネ・創エネ等に取り組んでいくこととしています。 

 現在稼働している燃料化施設（湖西浄化センター）に加え、令和６年から新たに下水汚泥コンポスト化施設（高

島浄化センター）の供用を開始しており、引き続き消化（バイオガス化）＋燃料化施設（湖南中部浄化センター）

の建設を進めています。 

 
◆ WEB（滋賀県下水道第２期中期ビジョン） https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/317482.html 

◆ WEB（コンポスト化事業） https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/316333.html 

  

◆ 燃料化事業 
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燃料化方式 事業フロー図 

◆ コンポスト化事業 

◆ 下水処理水質（※） 

 

※琵琶湖流域下水道湖南中部処理区における令和６年度の処理水質 

（年平均値） 

◆ 下水道を利用できる県民の割合(令和６年度)  93.4％ 

 

 

 

◆ 滋賀県琵琶湖流域下水道区域図（令和６年度末現在） 

 

◆ 下水道処理人口普及率の推移 

◆ 下水道を利用できる県民の割合（令和６年度）93.4％ 

https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/317482.html
https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kendoseibi/suido/316333.html
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● 下水道事業の持続可能な経営  ＜下水道課＞  

 下水道の普及に伴い、下水道事業の中心は建設から経営に移行しつつあります。人口減少等社会経済状況の変

化を踏まえた持続可能な下水道事業を目指し、防災・減災対策、施設の老朽化対策、効率的な経営などに取り組

みます。 

 防災・減災対策では、地震対策、浸水対策とともに、不明水対策に取り組んでいます。不明水とは、本来雨水

が流入しないはずの下水道施設に浸入してしまう雨水等のことで、平成 25年（2013年）の台風 18号や平成29年

（2017年）の台風21号の際には大量の不明水が流入し、各地で溢水被害が発生しました。 

 施設の老朽化対策では、ストックマネジメントによる今後の改築更新費の低減、平準化を図っています。経営

面では、平成 31 年（2019 年）４月に地方公営企業法を適用し、経営戦略（中長期的な財政・投資計画）を策定

し、経営の計画性・透明性の一層の向上を図り、持続可能な経営を目指しています。 

 

● 下水処理にかかるエネルギー効率の向上  ＜下水道課＞  

 下水処理過程ではポンプや送風機などの使用により大量の電力が、また汚泥処理過程では汚泥の焼却のため都

市ガスなどが消費されます。下水道施設から発生する温室効果ガス排出量は、全県の約 0.7％を占めると推定さ

れており、公共施設のなかでは非常に多いものとなっています。 

 このため、滋賀県の各浄化センターやポンプ場では省エネ運転に努めるとともに、増設や改築更新工事におい

ては、従来機器と比べてより省エネとなる設備を積極的に導入しており、下水処理過程では効率のよい、微細気

泡式全面曝気装置を採用しています。また、民間業者と協力して新しい技術の開発や評価に関する調査を行って

いますが、その中で従来の水中攪拌機と比べて電気使用量が 95％以上低減するという調査結果が得られた槽上設

置型低動力攪拌機を湖南中部浄化センターの増設施設に採用し、順次他の処理場でも導入しています。 

 その他、汚泥処理過程においても、改築更新にあわせて、燃料化方式等の省エネとなる処理方式に転換してい

ます。 

 

● 浄化槽の整備  ＜循環社会推進課＞  

 下水道などの整備が当分の間見込まれない地域、または将来にわたり整備されない地域においては、合併処理

浄化槽の整備を推進し、この設置に対して支援を行っています。併せて合併処理浄化槽の設置に伴う単独処理浄

化槽（し尿のみを処理。現在は新設禁止。）を撤去する費用についても支援を行っています。 

 今後も引き続き、汚水処理施設の効率的な計画による整備を進めます。 

 

◆ 浄化槽設置整備事業の整備実績 

 
  

（令和６年度） 

設置基数：60基 

県費補助金額：9,661千円 

（年度） 



滋賀の環境 2025 | 97 

● 市街地排水浄化対策事業の実施  ＜下水道課＞  

 市街地の屋根や路面などの堆積物は、公共用水域に流出し水質汚濁の原因となります。このような市街地排水

による汚濁負荷の増加を抑制するために、中間水路流域（草津市）および赤野井湾流域（守山市）で市街地排水

浄化対策事業を実施しています。 

 中間水路流域での山寺川市街地排水浄化施設は平成 15年（2003年）９月１日に供用開始し、赤野井湾流域では

山賀川（新守山川）流域の守山栗東雨水幹線が令和５年（2023年）３月に整備完了しています。 

 
◆ 市街地排水浄化対策事業概要 
主体 名称 事業期間 集水面積 施設の概要 

滋賀県 

草津市 

山寺川市街地排

水浄化対策事業 

（草津・山寺川

流域） 

平成10～14年度 

（平成15年度供用

開始） 

80ha 
導水渠、沈砂池、貯留兼沈殿

池、接触酸化槽、植生浄化など 

滋賀県 
守山栗東 

雨水幹線 

平成14～令和４年

度（令和４年度整備

完了） 

 

487ha 

（守山市46ha、 

栗東市241ha） 

管渠（φ4750mm～□2000mm×

1600mm）約L=4860m 接続マン

ホール、放流渠、雨水排水ポン

プ、濃縮汚水送水ポンプなど 

 

 

 

● 農業集落排水処理施設の整備  ＜農村振興課＞  

 昭和50年代から整備してきた農業集落排水施設は平成 28年度に供用率100％を達成しました。 

 現在は、供用開始から 20 年以上経過する施設が増加し、老朽化・機能低下の進行が大きな課題となっていま

す。 

 このことから、施設の機能を回復するため、老朽化した施設の適正な更新時期を把握するための機能診断調査

と処理施設の改築更新を行う機能強化対策事業を実施し、琵琶湖などの公共用水域の水質保全を図っています。 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

● 農業排水対策の推進                    ＜みらいの農業振興課、耕地課、農村振興課＞  

代かき・田植え期間に琵琶湖へ流入する農業濁水の流出を防止するため、巡回パトロールと併せて、主要河川

の透明度を調査するなどの取組を進めています。 

また、循環かんがい施設や反復利用施設などを効率的に運用･維持管理し、農業排水を再利用する取組も支援し

ています。 

 さらに、環境こだわり農業の推進とも連携し、総合的な農業排水対策として進めています。 

 

山寺川市街地排水浄化施設 

「伯母川ビオ・パーク」 
守山栗東雨水幹線放流口 

◆ 機能強化実施状況 機能強化対策工事（砂川・西桜谷地区） ◆ 施設の公共下水道接続状況 Ｒ７.３末現在 

全体施設数
223

（供用100％）

機能強化施設数 65

機能診断施設数 67

224 

70 

70 

70 

69 
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● 河川浄化事業の実施  ＜流域政策局＞  

 河川浄化事業では、湖底に堆積した汚泥からの栄養塩類の溶出を覆土によって抑制（底質改善対策）すること

や河川から琵琶湖へ流入する前に植生浄化で栄養塩類を除去（流入河川対策）すること等により水質浄化を進め

ています。 

 

 
 

◆ 点源、面源負荷の発生から琵琶湖に流入する概念図 ◆ 農業排水の水質保全対策整備面積（令和６年度） 2,640ha 

◆ 循環かんがい施設（水質保全対策事業 木浜地区） 

木浜内湖底質改善対策（覆土工） 

（守山市木浜町他） 

 

（守山市杉江町他） 


